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-.事 実 (1-21項)

2009年2月19E],ベルギー王国 (1elhyaunledeBelgique.以 下,ベルギー)はセネガル

共和国 HaR台publlqueduSenegal.以下,セネガル)を相手取って国際司法裁判所 (ICJ)

に提訴したLl/｡原告が提起 した紛争は,｢前チャド共和国人統領アプレ氏 (HLSSeneHabr6)

を訴追するセネガルの義務又は刑事訴追のために同氏をベルギーに引渡す義務｣に関する

ものであり,同請求は.拷問及び他の残虐な,非人道的な又は品位を傷つける取扱い丈は

刑罰に関する条約 (以下L,拷問禁止条約)及び国際慣習法を根拠としていた｡なお,原告

は管轄権の基礎として両国の選択条項受諾宣言及び拷問禁止条約30条を採用 した｡

原告は請求訴状において以下のように主張 Lている｡アプレ氏は1990年以降セネガルに

居住 してお り,ベルギーは,同氏が引渡されない場合には,1982年から1990年における拷

問罪及び人道に対する芸剛二該当する行剃 二つき,同氏のセネカルでの訴追を繰 り返 し求め

たが,同国はこれに応 じなかった｡2000年 7I]4日.ダカール控訴院弾劾部 (1achambre

d'accusatlOndelacourd'appeldeDakar)は同氏に対する告訴を棄却 した (人道に対する

罪はセネガル刑法 ヒ認められておらず,拷問罪については外国人の国外行為に対する管轄

権行使はセネガル法上認められていないことが根拠とされた)｡2000年11月30日から2001年

12月11日にかけて,チャド系ベルギー人 1名と複数のチャド国民が,国際人道法上の犯罪

に関して,アプレ氏に対する付帯私訴を伴う告訴 LplalnteSaVeCCOnStitutiolldeロartie

civi1e)(2)をベルギー裁判所に提起 し,2005年 9月19日,受動的属人管轄権に基づき.担当
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予審判事がアプレ氏に対する国際逮捕令状 (unmandatdlarretInternational)を発行 し 八

Ll)AffalrerelatlVeadesquestionsCOnCernantl'()bugatlOndepoursulVreOudlextrader(Belglque

c.senegal),DemandeenlndlCatlOndemesuresc〔)nservatolreS.Ordonnancedu28mat2009.本
件訴訟資料 (請求訴帆 仮保全措置請丸 H頭弁論記録,仮保全措置命令,裁判官少数書見)は

全て裁判所の公式サイトで人手L･T能である (http′/wwwIC1-Cl]Org/)｡なお公式文書が末公刊の

ため,引用は該当パラグラフ番号を用いる｡

ノ



197 国際司法裁判所 引渡又は訴追義務の問題に関する事件 (仮保全措置命令 2009年 5月28日)

た｡この令状はアフレ氏の引渡しを得るためにセネガルに送付されたが,ダカール控訴院

弾劾部は同年11月25日,｢職務遂行中｣の国家元首の行為に関する限 り同令状を執行 し得な

いと判断した012月7日に事件書類がセネガルからアブl)カ連合 u'UnionafrlCalne)に移

送され.その胤 セネガルは刑法改正 (ジェノサイド罪,戦争犯罪,人道に対する罪の新

設 31)及び刑事訴訟法改正 (普遍的管轄権の設定什)を行った｡ただし,財政的困錐を理

由として,同国はアフレ氏に対する刑事手続を一切実施 していない｡以上のように,アブ'

レ氏の訴追 ･引渡を怠ったことにより,セネガルは拷問禁止条約 (5条2項,7条 1項,

8条2項,9条 1項)及びLxH祭慣習法に違反している.原告と被告の間の紛争は,拷問禁

止条約の解釈及び適用に関するものである｡

ベルギーは仮保全措置を請求し.｢77､レ氏の訴訟の糾織化に必要な予算がない場合,セ

ネガルは同氏の在宅監視を解く叶能性がある｣と主張 し,さらにその場合,同氏がセネガ

ルを出国し,訴追を免れることになるため.同氏に対するベルギーの刑事訴追の権利に対

して回復し得ない損害を与えると主張 した｡さらに,仮保全措置として.｢セネガル司法当

局がアプレ氏を管坪 ･監督 卜に置くよう権限内のあらゆる措置をとること｣を求めた｡,

二.当事国の主張 (22-39項)

ベルギーは目頭弁論で次のように主張 した.っセネガルは,拷問禁止条約 7条 5̀)と国際慣

習法により,拷問雅と人道に対する罪の実行者を引渡すか訴追する義務を負う077レ氏

を国際組織や引渡を請求 していない第三国に引渡すことによって当該義務から逃れること

はできない｡セネガル大統領はアプレ氏の訴追を断念すると述べてお り,請求目的である

権利が回復し得ない損害を被る現実の差 し迫った危険がある(､本件の紛争は.アフリカ連

合がセネガルに対 して発行 した逮捕状からアフ'レ氏の訴追義務が導かれるか,という問題

である｡また,セネガルが訴訟書類をアフリカ連合に移送することによって拷問禁止条約

上の義務を履行したか否かという問題でもある｡丙アフリカ諸国経済共同体 (CEDEAO′′

(2)plalnteaVeCCOnStltutlOndepartleC】VL)e(付帯私訴を伴う告訴) ｢犯罪についての告訴と同時

に,その犯罪によって引き起こされた損害の賠償に関する民事訴訟を同一刑事裁判機関に提起す

ること｣-J山口俊夫編 『フランス法辞典』(東滋大学出版会 2002年)433頁Oベルギーの付帯私訴

告訴については,ベルギー治罪法典 (leCodedllnStruCt10nCrlmlneHe)63条を参照｡CR2009/8

(BelgJque,M David),p21(para4)

(3)Laloln''2007-02du12fevrler2C-07modlflantleCodepenal.loLmlalojflEleLdelaRdPub/lqlLe

duSe'ne'gul,10mars2007.pp.2377-2380availableat[http/''WwwICCnOW.Ore/documents/

九 Lol_2007_02_dLL12_Fev_2007JnOdLflanLle_Code_penaLsenegaLfr.pdfl .

七 (4)LaJo上nO2007-05du12fevrler2007modlflantlecodedeprocedurepenale.JolLrnalujflCtelde

laRe'pubhql〟,duSk7ne'gal,10mars2007,pp2384-2386availableal[http//www,lCCnOWOrg/

documents/Lo主200705du12Fev20071nOdLfianLle_Code_de_Procedure_penate_senegaL

fr.pdf].

(5) 拷問禁止条約7条 ｢第相集の犯罪の容疑者がその管轄のT.にある鼠域内で発見された締約国

は,第五条の規定に該当する場合において,当該容疑者を引き渡さないときは.訴追のため自国

の権限のある当局に事件を付託する｣C
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ECOWAS)の共同体裁判所及びアフリカ人権裁判所でアプレ氏が開始 した手続において,

ベルギーの権利を侵害する危険のある命令を下す恐れがある,,セネガルの公式宣言 (une

declarationSOlennelle)が明瞭で無条件であり,rCJの判決か 卜るまでアプレ氏がセネガル

から山国 しか ､ようあらゆる必要な措置をとることをセネガルが確約する限り,ベルギー

の仮保全措置請求は目的を失うであろうo

他方,セネガルはU豆巨弁論で次のように主張 した｡仮保全措置の指示は本案を予断 し,

拷問禁止条約上のセネガルの権利を奪う｡ベルギーの引渡請求に従い,アプレ氏は逮捕 さ

に上りアプレ氏が管轄権免除を享受することから,ダカール控訴院弾劾部は引渡請求を審

理する管轄権を有さないと判断 した (2005年1日]25日判決)｡ノ本件では.国際法規別の解釈

又は適職 二関する法的紛争が存在 しないため,Z'7･7majbcleの管轄権もないCまた.ベル

ギーは保護 しようとする権利を特定 しておらず,回復 し得ない損害も特定 していない｡ダ

カ-ル控訴院弾劾部は,ベルギーの開始 した引渡手続について確定的な形で終結 させてい

る｡アプレ氏の訴追義務は拷問禁止条約から牛 じてお り,アフリカ連合の決議から生 じる

ものではない｡また,本件手続中はアプレ氏のlHj国を認めないことを公式に宣言 した｡

三.命令要旨 (40-76項)

I.plI'mafacie管轄権 (40-55項)

裁判所は,-一見したところ (przmafacle)符轄権の基菅がある場合にのみ仮保全措置を

指示することができる｡ベルギーは,拷問禁止条約30条 1項L7'を管轄権の基礎としつつ,

セネガルが同条約に違反 したと主張する｡ また,両国間の交渉 (2005年)で同条約に触れ

たが紛争解決に至らず,仲裁付託の提案はセネガルに拒否 されたため,条約30条の要作 を

満たすと主張するC他方,セネガルによれば,ベルギーは情報提供を求めたに過ぎず,ま

た.仲裁付託の提案は確認 されていか ､ため,条約30条の要件を満たさないという (40-45

項)I,

｢裁判所は,一見したところ,拷問禁止条約30条における紛争が請求訴状の提出時に存

在 したか密かを判断しなければならないノ裁判所の判例によれば.裁判所は提訴時におけ

る管轄権を判断 しなければならか -からである｣(南西アフリカ事件 C.IJ.Recuel11962.p

L6)ecrou ｢川X監された]在監者記録 紙 名,収監臼.収監原因などを記載)J｡山n･前掲秘21.
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19帽 ｡なれ セネガルによると.ecrouL,ⅩtradltlOnnelとは,引渡請求の審杏のために的思され 六

ており,｢引き渡される状態にあること｣を意味する〔CR2009/9(Senegal,M.KandJlr,p.25

(para.19).
(7)拷問禁止条約30条1項 ｢この条約の解釈丈は適用に関する締約国間の紛争で交渉によって解

決することができないものは,いずれかの紛争当事国の要請により.仲裁に付されるC仲裁の要

請のEjから六箇月以内に仲裁の組織について紛争当事国が合意に達しない場令には,いずれの紛

争当事国も,国際司法裁判所規程に従って国際司法裁判所に紛争を1勺託することができる｣0
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344:国境武力紛争事件 C.I.I.ReClLeij1988,p.95.para,66:ロッカビ-事件 C,IJ.Rel7Iel1

1998,p.130,para.43)｡両国間のや り取 りにおいて,煉告は被告が条約 7条に違反したと

主張 し,被告は同条約を履行 していると主張 している｡従って,一見したとこ7',提訴時

点で同条約の解釈適用に関する紛争が両国を対立させていた｡また,提訴後 も条約 7条の

義務の耀行期間や義務違反の評価に関わる状洲 二ついて両国間に紛争が存続 している｡条

約30条に関 しては,第 1に,ベルギーは交渉による紛争解決を試みたが,紛争が解決され

たとは看徹 されないため,同条の第一要件 (交渉の失敗)は一見 したところ満たされる｡

第2に.2006年 6月20日の口上書 (lanoteverbale)は仲裁付託の明瞭な申込みである｡

以上より.裁判所は拷問禁止条約30条における♪rlmaJacleの管轄権を有する (46154項)｡

2.保護権利と請求措置の関連性 (56-61項)

仮保全措置の指示権限 rICJ規程41条)は.裁判所が判決を下すまでの間,各当事国の

権利を保護するためのものであ り,この権利は裁判所の判決で認められることになる権利

である (ジェノサイド条約適同事件 CL/.Reluel11993.p19,par34,領土海洋境界事件

L:I./Recuel11996(I),p,22.par.35.人種差別撤餐条約適用事件 2008.par.118),J従っ

て,｢仮保全措置 と本案の対象となる権利の間に関連性がなければならない｣｡また,｢裁判

所が指示権限を行使しなければならないのは.一方当事国の主張する権利が少なくとも蓋

然性を有する (apparalSSentaumOinsplauslbles)場合だけである｣｡この点で,ベルギー

は,セネガルによるアプレ上tの訴追を得る権利,あるいは引渡 しを受ける権利を求めたっ

また,ベルギーの引渡請求は自国民犠牲者の開始 した手続に関連するものであるため,冒

帆が特別の権利を有するという｡他方,セネガルは,条約当事国は他国における被疑者の

訴追又は引渡 しを求める権利 しか認められていないというしっ扱判所は,手続の現段階にお

いて原告の主張する権利の存在を確定的に判断する必要はなく.当該権利を裁判所で主張

する原告国の資格を検討する必要も無い｡｢拷問禁止条約の可能な一つの解釈に依拠するも

のとして.当該 [原告の主張する]権利は蓋然性を有する上 他方,請求された仮保全措置

は,確'iE判決までの間,アプレ氏を監視下に吊 くためにあらゆる措置を講じることをセネ

ガル,に求めるものであり,アプレ氏が出回すると,原Piの権利に影響を与える可能性があ

るr)

九

3.回復し得ない損害の危険と緊急性 (62-73項)

｢緊急性がある場合.す なわち,争われている権利 に対 して回復 L得ない損害 (un

五 pr6ludiceirreparable)が加えられるとい う現存の急迫 した危愉 (unrisquereelet

lmminent)がある場合のみ,恨保全楓 唄は行使される｣(大ベルト海峡事件 cJJRecuel1

1991,p･17.par･23,フランス刑事手続事件 C.I.I.Recuel12003.p,107,par.22:パルプ工場

事件 2007,par.32,人種差別撒寵条約事件 2008,par.28),,このJL!-1でベルギーは.マスメ

デ ィアにおけるセキ､ガル大統領の発言から,訴訟実施のための財政が確保 されない場合.

アブレ氏がセネガルから出国する恐れがあり,それ故,自国の権利に対する回復 L得ない
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損害の現存の危険があると主張 したO他九 セネガルはアプレ氏が出国することはなく.

急迫 した緊急性はないと主張 した｡口頭弁論においてセネガルは,アプレ氏に対する監視 ･

監督を終了 しか -ことを認めてお り,さらに訴訟手続中はアプレ氏の出国を認めないこと

を公式に宣言 した (asolennellementdeclar鉦 他方でベルギーは,当該公式宣言によって

仮保全請求が目的を失うことを認めているQ｢目頭弁論中,セネガルは,裁判所の確定判決

があるまでアプレ氏のセネガルからの出国を認めないという点について公式な形で散在に

わたり確約 した radonnel'assurance)Oセネガルの確約を記録に留めた上で rprenantacte

desassurances),ベルギーの主張する権利に対する回復 し得ない損害の危険は本命令を ド

す時点では明らかではない｣｡従って,仮保全措置の指示を要するような緊急性は存在 しな

い｡

4.付 言 (74-75項)

本裁判は,管轄権,受理可能性及び本案判断に予断を与えるものではない｡また,ベル

ギーは新事実に基づいて新たな仮保全措置請求を提起する権利を保持する (ICJ規則75条

3項)｡

5.命令主文 (76項)

｢現在裁判所に提示されている状況は.ICJ規程41条に基づ く仮保全措置の指示権限の

行使を要するような性質のものではない｣(13対 1)LB)｡

賛成 小和田所見 シー,コロマ,アJL,･ハサウネ,シンマ,アブラアム.セプルヴJダ･ア

モール,ベヌーナ,スコト二コ7,ユスフ,グリーンウノド判事,シュールL91.キルシュrHr

特任判事

反対 'カンサード･トリンダ-ジ判事

本命令の主文はフランス語であ り,以下の少数意見が付 されている｡共同宣言 〔コロマ,

ユスフ判事).共剛 国別意見 (アル ･ハサウ7､,スコ ト二コフ判事),反対意見 (カンサー

ド･トリンダ-ジ判事),個別意見 (シュール特任判事)O

四.解 説

実体法の観点からは,本件は逮捕状事件 (2002年)やフランス刑事手続事件 (2003年)

と類似 しているが,他方で,手続法の観点からは,大へル ト捌 束事件 (1991年)やパルプ

工場事件 (2006年.2007年)と類似 した事件であった｡

捕) 本件命令の言渡し時, 3名の判事 (ハーケンソール.キース, トムカ)が欠席している｡

(9) M SergeSur セネガル側の特別選任裁判官,フラノス国籍｡パリ第2大学教授O

(10)M.PhllippeKlrSCh ベルキー側の特別選什枚判官｡ベJLJギー及びカナダ国籍｡QC (勅選弁護

上)｡判事,外交官,カナダ国連代表を経験｡2002年にはICC判事に選出きれ,後所長に｡

t)-
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1.本案権利の内容と性質

本件は仮保全手続である以上,故判所は本案権利に関する判断を避ける必要があるが,

潜在的にはベルギーの本案権利に関する間過が幾つか生 じていた｡

第1に.ベルギーの主張する本案権利の内布が不明瞭であった｡ベルギーは,管轄権の

基礎 として拷問禁止条約30条と両凶の選択条項受諾甘言を採用 し,セネガルに対 してアプ

レ氏の引渡又は訴追を求める権利を有すると主張 したrこの点についてジンマ判事は,第

1回弁論の終結時に,ベルギーが求める引渡又は訴追義務の履行を求める権利の ｢性質と

根拠｣を示すように求め,さらにベルギーが被る ｢損害｣の性質を明らかにするよう求め

たHl)｡また,セネガルも,ベルギーの援用する拷問禁止条約の諸規定が一般的で抽象的で

あると批判 している112)｡これに対 してベルギーは.被告セネガルが訴追義務を履行する

た(13)｡すなわち,セネガルに課される ｢引渡又は訴追の義務｣(auldedereautjudlCare)LH)

のコロラリーである権利が自国に認められると主張 しているのであるLl5'C

第2に,上記の権利を基礎としたベルギーの出訴適格が問題となるOというのも,上記

のような権利義務関係 (引渡又は訴追義務とそれに対応する権利)が,何故二国間に生 じ

るのかが明らかではないからであるOこの点でベルギーは,セネガルに課されている義務

が ｢対世的義務｣であり(16､,多数国間条約の-当事国として,ベルギーはセネガルとの間

に権利義務関係を有すると主張している｡この点で,カンサード･トリンダ-ジ判事 も同

様の見解を示しているO同判事は.ベルギーの主張する権利の ｢主体｣(subjects)は誰か

という質問を提起 しつつ(17l,自らその反対意見において,拷問禁止条約上の拷問禁止原則

を部分的対世的義務 (obllgationsergoomnespar如)と捉え,当該義務が履行されること

に対してすべての条約当事国が稚刷を有すると述べている′18)

以上のように,本件の当事国間の権利義務関係は対世的義務を媒介としたものと解され

ているため,訴訟手続上は民衆訴訟 (act10♪oj)uLans)に位吊付けられるOこの種の訴訟が

許苓されるか否かは.最終的には管轄権根拠条文 (拷問禁止条約30条)の解釈に依存する

(ll) CR2009/9(Senegal,M leJu岩eSlmma),p 58seea/so,CR2009/ll(Senegal.M.1e)uge

CancadoTrJndade),p.25.

(12)CR2009/9(SenELgal.M.Gaya),p56(para23)

(13)CR2009/8(Belglque,M.r)avid).p.30(para17)

(14) ベルギー側は,関連条約を根拠として,｢訴追｣義務の使先件を主張しているr,すなわち,訴追

LL しない場合に引渡義務が生じると解しており.autdcde,eawl]udtcare川渡かあるいは訴追か)

ではなく,むしろJudlLlare7,e/delJeye(訴追又は引渡)と捉えているoCR2009/8(Belglque,M.

Davld),p.30(para17)

(15) CR2009/8(Belglque.M David),p32Lparll.23)etp.36(para28),CR2009/10(Belgique,

M.Davld),p14(paras12-13)

(16)CR2009/10(Belgtque.M Davld),p14(para14)

(17)CR2009/ll(Senegal,M IcJugeCancadoTrLndade).p25.

(18)DISSCnllngOpinlOnOfJudgeCancadoTrlndade,para686
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が,この点でICJは.同30条の ｢紛争｣の存否を検討しており,当事国間に ｢紛争｣が存

在すれば管轄権を設定し得ると捉えている,しかも,ICJは,primafa(･leの管轄権を認め

ており,訴訟当事国間に prlmL2fa〔滋 の紛争が存在することを認めている｡ただし,ICJ
は,イ反保全段階でベルギーの主張する権利が存在するか否か,あるいはベルギーが当該権

利を主張する資格を有するかを判断する必要はないとし,最終判断を回避 している (命令

60項)0

以上のように,対世的義務と民衆訴訟を中心とする論点に関しては,以下の点を検討す

る必要がある｡

第1に,ICJはヘルキーの権利に関する較柊的判断を1していないものの.仮保全指示

のための蓋夕剰生要件 (内容は後述)に関して,ベルギーが当該権利を有するという解釈が

｢拷問禁止条約の-一つの可能な解釈｣であると判断している (60項)｡すなわち.セネガル

の義蔑 (対世的義務)に対応 してベルギーが権利を有するという条約解釈が ｢可能な解釈｣

であると解 しているのである｡この判断だけでICJの立場を確定することはできか -が,

多数国間条約上の対世的義務の違反を巡る二国間の紛争に関して,民衆訴訟を容認する可

詑性が残されていると言えよう｡

第2に,本件でベルギーは,管轄権の基礎として,拷問禁止条約に加えて両国の選択条

項受諾宣言 (ベルギーは1958年に寄託,セネガルは1985年に寄託)を接用した｡ベルギー

の思惑は,セネガルの匡日野慣習法上の違法行為を主張する点にあったと考えられるが,ICJ

は拷問禁止条約を根拠として prlmajTacle管轄権を容認し,選択条項受諾宣言については

判断を回避した (命令54項).同宣言に依拠~うれば.仮保全段階でのPrimafac･le管楯権を

容易に認定し得たように思われるが,逆に.国際慣習法上の拷問禁止義務 (対世的義務)

違反に対して,選択条項受諾宣言を通じて (ベルギーを含む)諸国家が提訴 (及び仮保全

措置を請求)し得ると解すjtば,特定の条約 Lの民衆訴訟剛度を超えて,広範な民衆訴訟

を認める可能性を生み出すCそのため,本件で ICJがDrlmafacle管轄権の根拠として選

択条項受諾宣言を選択 しなかったのは,拡大型の民衆訴訟類型に対する危快があったもの

と想定される｡

なお,ベルギーが上記のような請求を提超した背景には,本件に固有の事情が存在する｡

すなわち,拷問禁止委員会 (1eComlteCOntrelaTorture)の決定 (2006年5月19口)であ

るLlg'｡当該決定においT同委員会は,｢セネガルに対して,暫定的に,アプレ氏を国外追

放しないよう求め.また,同氏が自国領域から出国するのを妨げるために必要なあらゆる

措置をとることを求めるI20.｣と述べFJ上で,アプレ氏を訴追又は引渡 していないことか

ら.セネガルが拷問禁止条約 5条2項と7条に違反していると結論付けている(21-｡さら

に,この義務違反の法的帰結に関して,委員会は次のように述べているO｢2005年9月19日

(19)拷問禁止条約上の個人通報制度 (条約22条)では.拷問禁止委員会が ｢条約のいずれかの規定

に違反しているとされた締約国の注意を喚起する｣ことができる =司22条3項)i,本件では,+ ヤ

ド国民による通報が審理されている｡

7
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にはベルギーによる 掴 際逮捕令状の発行及び]引渡請求が行われたため,セネガルは条

約 7条に規定された新たな状況に置かれることになった｡当該時点で,セネガルは,アプ

レ氏の刑事訴追のために司法当E:)に事件を付さないことを決定する場合は,引渡しを行う

という選択を有していた｡セネガルは引渡請求を拒否 したことにより,改めて条約 7条に

違反 している'R'｣oこのように,委員会の判断では.ベルギ-の引渡請求に応 じなかった

ことから,セネガルの7条違反が改めて認'起されているOさらに,ベルギーの引渡請求に

関しては,｢ベルギーの引渡請求,あるいは場合によってはその他の締約国による引渡請求

る形で,ベルギーは引確を請求する権利を有すると解 したものと考えられる｡

2.本案権利と仮保全措置の関係

本件命令において,ICJは仮保全措置と本案権利の関係に関して興味深い判断を示 した｡

第 1に,仮保全段階でも本案権利の蓋然性が求められるとし (57項)(以下,蓋然性要件),

第2に,仮保全措置と本案の訴訟Ej的たる権利の間に関連性が求められると述べている(56

項)(以下,関連性要件)Oこの2つの要件は別個の要件であり,論理的には前者が後者に

優先するO実際に,本件で ICJは,本案権利の蓋然性を認めた上で (60項),関連性を認

めている (61項)Oただし,実際の判断過程では2要件の判断が不可分となるケースも想定

されるI24､｡

1つ目の蓋然性要件は,本件命令で初めて要件化されたものであり('25㌧ICJは次のよう

に述べているD｢裁判所の仮保全措置指示権限は,当事国の主張する権利が少なくとも蓋然

性を有する LapparalSSentaumOinsplauslbles)場合にのみ行使されなければならない｣

(命令57項)｡従来,仮保全段階においても本案権利 (実体的権利)の存在が求められると

主張された例はあるが,実体的な権利義務関係の判断は本案判断事項であるため,仮保全

段階における判断は避けられる傾向があったりそのため,学説上 も ｢実体的権利のE-]t理的

C2())ComitecontrelaTorture,CommunlCatlOnNo.181/2001ISenegal,CAT/C/36/D/181/2001(19
mai2006).DecisiondtlComlteCOntrelaTortureenvertuderartlCle22delaConventioncontre

laTortureetAutresPelneSOuTraltementSCruels,ⅠnhumainsouDegradants,para.13.なお,

この要請は.拷問禁止委員会の暫'jE措置 (手続粗HU108条)として加盟国に提示されるものであ

る｡

- (21) lbzd.,paras9.6et9.9

九 cZ2) zbZd..par°s9.10-9.ll

/33)lbTd..para.10.

C24)例えば,パルプ工場事件 (第2仮保全命令)では.ウルグアイに認められる可能性のある権利

が仮保全措置によ-'て保謹される可能性があることを理由として,｢十分な関連性｣の存在が認

められている (命令30項)｡この判断では,関連性の判断に際して,実体的権利の ｢可能性｣が

婁要な鍵を握っており,実体的権利の ｢蓋然性｣の議論とほぼ同内容のものとなっている｡

C25)原告ベルギーは判例上の仮保全要件を提示していたが.その中には蓋然性要件は含まれていな

い〕CR2009/8(Belglque,SLrMIChaelWood),p43(parE122).

β
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2006年)では,被告ウルグアイが合理的見込論 Vum usbonzJuris要件)を本格的に展開

し,原告アルゼンチンも同質作に異議を哨えなかった｡また,TCJは同要作について判断

を回避 したが,裁判官の中には要件化に肯定的な見解が見られたし27'｡本件 (引渡訴追事

件)において ICJが蓋然性要件の明示に踏み切ったのは,パルプ工場事件における上記の

議論状況が大きく影響 したものと考えられる(,ただし,後述のように,本件では別の根拠

(緊急性要件の未充足)で仮保全請求を棄却 してお り,わざわざ蓋然性妾件の定式化に踏

み込んだ理由は完かではない｡

なお,蓋然性要件に関する問題として次の2点を指摘 し得る｡第 1に,蓋然性の判断基

準が不明瞭な点である｡ICJは.ベルギーの 仁張する権利が ｢拷問禁止条約の一つの可能

な解釈 (uneintcrprbtationpossible)に依拠 Lたものである｣ことを理由として,当該本

案権利の蓋然性を容認 しているが (命令60項),これを敷桁すれば,適用可能な条約の ｢可

能な解釈｣さえ提示すれば本案権利の蓋然性が認められるため,蓋然性が容易に認められ

る危険があるO第 2に,本件のように,｢可能な解釈｣を根拠 として本案権利の蓋然性 を認

めた場合,後の本案段階でこの解釈を否認するのが困難となるし2即｡換Ej=うれば,仮保全段

階で本案権利の蓋然性を答認することは.本案判断を予断する恐れが生 じる｡

2つ目に,仮保全権利と本案権利 し厳密には本案の訴訟主題)との間に関連性 (unllen)

が必要であるという関連性要件は,従来の耗判例でも認められていたが,明示的に要件化

されたのは近年になってからである｡すなわち.パルプ工場事件 (第 2仮保全命令2007年)

において ICJは.｢仮保全措置によって保護することが求められている権利｣と ｢本案審

理の主題｣の間の関連性を求めた(L'9'｡ただし.ここでの関連性要件は,primafacle管轄権

の判断過程における要求に止まっていたし30J,他方,人種差別撤廃条約適用事件 (仮保全命

令2008年)で ICJは,関連性要件を単独で定式化 したoすなわち,仮保全権利 (仮保全措

とした上でr32',原告 (グルジア)が ｢仮保全請求で接起 した権利は事件の本案と十分な開

¢61杉原高嶺 『国際司法裁判制度』 (有斐閣 1996年)282-285頁｡

@7)拙稲 ｢ウルグアイ河のパルプ工場事什 (侭保全措置命令 2006年7月13日)_l岡山大学法学会雑

誌56巻2号 (2007年)266-267頁｡

困 この点,杉原高嶺は次のように指摘 してい11,し｢仮保全命令は本案判決を予断しないとしても,

裁判所が一応の権利を是認したときは,奉賀判決でこれをくつがえすことは実際上困難とならな

いかどうか｣問題が残るo杉原 ･前掲注cz6).285頁 ,_
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但gj4秒 rerelahueadesuslneSdepdtea妙 ,rsurlej7eu乙" ,ruguay(ArgenLIneC･Uruguay)I O
DemandeenLndlCatlOndemesuresconservato】res,OrdonnanCedu23Janv】er2007,para｡27

00)拙稿 ｢ウルグアイ河のパルプ工場事件 (仮保全措置命令 2007年1月23日)｣陣仙 大学法学会雑

誌57巻1号 (2007年)149頁｡

(31) なお,いずれの仮保全命令でも.｢事作の本案審理の主題｣(lrob]erde】'instancependantedevant

laCoursurlefonddel'affalre.thesub)ectoftheprc'ceedingsbeforetheCourtonthemeritsof

thecase)という文言が用いられているが.この用語自体はICJ規程 .規則上の文言ではないo

β
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例によって既に関連性要件は定式化 されているため,本件 (引渡訴追事仰 命令は確認的

な意味を有するに止まる (命令56項)っさらに,本件における関連性要件の審査は極めて簡

略なものであ-'た,,すなわち.ベルギーの仮保全請求 (アプレ氏を監視下に置 くためにあ

らゆる措置を講 じることをセネガ)i,に求める)に対 して,アプレ氏が11J.LjlAすると原告の ｢権

利に影響を与える可能性がある｣という!与を根拠 として関連性が認められている (しか も.

ICJ自身は ｢関連性がある｣とは明言 していない)｡

なお,本件で蓋然性要件 と関連性要件が定式化 された背景として,仮保全手続の独立化

や主臼的化の傾向を指摘することができる｡すなわち,近年の仮保全手続の利用例では,

本案請求よりも,むしろ仮保全請求が主たるl川勺となっている事例が増えており(31㌧ 仮保

全命令が本案判断に予断を与･える危険が増大 している 3̀5㌧､さらに 仮保全命令に法的拘束

力が認められたこともあり,仮保全手続の ｢独立手続化｣を積極的に評価する見解 も見ら

れる心}｡他方で,蓋然性紫件や関連性要件の定式化は,仮保全手続が本案手続に付随する

という側 佃日 本案権利の保全という本来の機能)を再確認することにより.仮保全手続の

独立化に一定の歯止めをかけようとしたものと評することがで きよう.⊃ただ し,ICJは,

蓋然性要件と関連性要件を',定式化 Lたとは言え,その適用段階では厳 しい要件を一切設け

ていないため,111保全手続 と本案手続の燕離を阻止するという実際的な効果は兄い出され

ない0

3.回復 し得ない指事の危険と緊急性

本件命令の柁心は,訴訟手続巾の被告の ｢確約｣Lassurancc)により,仮保全措置を指

示する緊急性が失われたというものである (命令72項)o従来の裁判例でも,大べ)i,ト海峡

事件 (イ反保全命令1991年) とパルプ工場事件 (仮保全命令2006年)において同様の判断が

示 されている(,

本件の事実は以下のとお りである (命令33,38項)0第 lLnlU頭弁論において,被IiL]セ ネ

(321APalreTelullLJeal'appllrall07lde/aCn7Ll)entZ(J7717llernatl-(J71alesILr/'e'/lm171allnndetouleslps

fnrme-TdcdlSCrlml77allr)Jlrarl(LLe(GeorgieCFederatlOnde又ussle).r)emandeerHndlCauOnde

mesurescosprvatolreS.()rdonnanccdu15octobre2008.para.118

(33l lbLd.para126

- 04)領事関係条約に関する一連の事件 ｢ノレアード事件,ラグラン事件.アウェナ事件)以降,特

会 誌器喜謹呈表芸チ3三･RH j-琵諾 芸で孟LL三宝讐 しミ警 関係条約及び議定書)と仮保全請求 (死刑

Ci5)本件でも,ベルギーの仮保全請求 ('7フレ氏の1Li1回阻止の請求)と本案請求 (セネカルの義務

の確認請求)に関しては,セネガルが主張するように,仮にへルギーの仮保全請求を認めた場

合,裁判所の恨保全命令が本案を予断する危険がある,ノCR2009/9(SenegaLM Thlam),P.20

舶 酒井啓fl｢国際司法裁判所イ反保全命令の機能 最近のILrJ例の展開を棺まえて- (-)｣法学論叢

163巻3弓 (2008年)30頁っ
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ガルは,アプレ氏の監視 ･監督を終了させないと述べた上で(371,アプレ氏がセネガルから

出国する可能性がほほ無いため,回復し得ない損害の危険が存在しないと主張した(38㌧ そ

こで,第 1回弁論の終結時にグリーンウッド判事が次の質問を捉起した｡｢本件係属中,セ

ネガルはアプレ氏の出国を認めない点について裁判所に正式な確約 (asolemnassurance)

を与えるか｡仮に与える場合,当該確約が本件の請求権利の十分な保証 (asufficient

guarantee)となることをベルギーは認めるが39‥上 これに対 して,セネガル (第2回口頭

弁論)はアプレ氏の監督 ･監視を継続することを改めて宣言し(40),他九 原告ベルギー

は,セネガルの正式宣言が明瞭で無条件である場合,自国の仮保全措置請求が ｢目的を有

さなくなる｣(n'auraitplusd'objet)ことを認めた4̀11(命令33.69項)｡こうして,-裁判

官の誘導に従う形で.両訴訟当事国の間に見解の-一致が形成されている｡すなわち.セネ

ガルはアプレ氏を出国させないことを確約 し,ベルギーはこれを十分な保証とみなしてい

る｡以上の点を根拠として,ICJは仮保全要件である緊急性要件が充足されないと判断し

たのである｡

このように,訴訟手続中の ｢確約｣(assurance)や ｢正式な確約｣(asolemnassurance),

｢正式な宣言｣(solemndeclaration)を根拠として緊急性を否認する判断は,判例として

形成されている｡第 1に.大ベルト海峡事件 (1991年仮保全命令)において ICJは,デン

マークの ｢確約｣(theassurances)を根拠として.仮保全措置を指示するための緊急性が

ないと判断した(42㌔ 第2に,パルプ工場事件 (第 1仮保全命令2006年)(43)では,口頭弁論

の最終段階で,被告ウルグアイが75年協定を ｢完全に尊重する意図｣を有することを繰 り

返し述べ.｢継続的な共同モニタリングを実施する｣という申出を行ったため (命令56項),

ICJは約束 (commitments)が確言されているとみなし,仮保全措置の指示を不要と判断

した (命令83項)｡なお,パルプ工場事件の判断では,緊急性要件との関連が明らかではな

いが,大ベルト海峡事件と本件 (引渡訴追事件)では,いずれも緊急性要件として判断が

行われている｡

他方,訴訟手続中の ｢確約｣や ｢公式宣言｣の法的効力に関しては,本件を含め.いず

れの事件でも明らかにされていないOなお,この点でベルギーは,セネガルの宣言が仮保

全命令と同一の効力を有するためには,ICJが命令主文においてセネガルの宣言を採録す

る (reprendre)することが望ましいと主張したが 郷,ICJはこれを認めず,セネガルの確

87)CR2009/9(Senegal.M.Thiam),p21(par°57)

紳 CR20O9/9(Senegal,M Dlanko),p42(para10).CRZOO9/9(S6negaL,M.Sall),pp.48-49

(para｡13-18).CR2009/9(Senegal,M.Gaya).p.54(para.12)

(39)CR2009/9(Senegal.M leJugeGreenwood),p59

(40)CR2009/ll(Senegal,M.KandJl),p23Lpara.6)

(41)CR2009/10(Belgique,M.Dive).p,26rpara6;

吐2) CaseconceymngPassagethyoughtheGre(llBelt(FlnlaTldi,.DeTlmarkl.Requestforthe

lndicatlOnOfProvislOnalMeasures,Orderof29July1991.I.CJ.Ref)arts1991,p18(para,27)

吐頚 拙稿 ･前掲注帆 263-266頁0

44)CR2009/10(Belglque,M.Dive).p.26(para6).
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187 国際司法裁判所 引渡叉は訴追義務の問題に関する事件 (仮保全措置命令 2009年5月28R)

約を命令理由において記録するにLl二めた｡従って,ICJがセネガルの京言に法的拘束力を

認めることに対 して消極的であったということができるであろう｡このような裁判所の消

極的態度については,次の点が根拠 として考えられる｡第 1に,仮保全段階では,本案の

権利義務関係の確定に繋がるような法判断を避ける必要があるという瓜である〔.そのため,

公式宣言であっても.その法的効力を認めることには消極的にならざるを得ない｡第2に,

逆に,仮に当該宣言に法的拘束ノ)を認めた場乱 請求目的の消滅 (ムー トネス法理)によっ

て訴訟を打ち切る必要が生 じるという点である｡この点を以下で検討 しよう0

4.ムー トネス

本件では,潜If'.的にム- トネスの問題が生 じていた｡というのも,訴訟過程中に原告の

請求目的が消滅 しているように見えるからであるD本件におけるムー トネスの問題は.仮

保全請求と本案請求の双方に関わる｡

第 1に,仮保全請求に関しては,セネガルの公式宣言 (アプレ氏の山国を認めないとい

う宣言)により,外見 ヒ,仮保全措置を指示した場合と同株の帰結が窟されているため 4̀L'",
ムー トネス法理を適用してベルギー-の仮保全請求を棄却することも可能であったと言えよ

う√肺｡ただし,柁実験事什では,フランスの一万的riE;言引二法的拘束力が認められた上で訴

訟目的の消滅が導かれているが 47',上記のように,仮保全段階でセネガルの ｢宣言｣に法

的拘束力を認めるのは困難である｡従って,ICJが緊急性要件によって当該問題を処理 し

たのは妥当な判断であったと言えよう｡

第2に,本案請求に関しても請求日的の消滅が問題となるノ､原告の本案請求は,被告が

｢引渡又は訴追義務｣(拷問禁止条約 7条)を負うことの確認請求であり棚 ),宣言的性質

を有していた(49)L⊃ところが,セネガルが当該義務を負う点に関して,両国の間に見解の相

は,提訴時点で ｢紛争｣が存在したと述べつつ (47項),硯時点 (仮保全命令時点)におい

ても紛争が ｢存続｣することを確認している (48項)Uすなわち,拷問栗山条約 7条の義務

の履行期F乱 当該義務の違反を評価するための関連状況 (財政的 ･法的課題等)に関する

問題があり,セネカルによる義務履行方法についても見解を異にしているため,｢拷問禁止

条約30粂上の紛争が存続 していることは一見したところ明らかである｣というのである(令

令48項)｡

ところが,この判断に関 しては疑関が残るOというのも,撞訴時の ｢紛争｣(47項)と現

ノヽ

七 /451JolntDeclarationoHudgesKoromaandYILISuf.para10.

(46)TbLd.,para.10

t47)NucleayTest∫Case(AIJヾ/Yalz-au.France).Judgmentof201)ecember1974,I.CJRez'('rts1974,

p.269(para.51).

r48)ActeinLroductlVed'lnStanCedelaBelgi｡uedLL16fevrier2009.para16.

日9)Opln10nlrldlV】duelledeM.lejugeadhncSur,para.13

伽)lbld.,para.15.
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同 法 (59-1)

時点の ｢紛争｣(48項)の内容が変質しており,ICJ白身,｢提訴時から射程を変えつつ｣

紛争が存続すると述べているのである (命令48項),この点で,共同個別意見は,両 ｢紛

争｣の間の連続性を否認し,提訴時の紛糾 紬 続していないと主張している'511｡また,セ

ネガルがアプレ氏の即時訴追を繰 り返 し宣言していることから,｢現時点｣においても,両

国間の紛争は存在していないという意見も見られるL52-｡

以上のように.ICJはベルギーの本案請求に関する ｢紛争｣を自ら変質させ.提訴時の

ものとは異なる ｢紛争｣の存続を認定した,Jただし,仮保全段階では,管轄権の根拠とな

る ｢紛争｣の存在は.pnmafacleに認定されれば十分であることから,今後の手続におい

て,改めて当事国間の新たな紛争が認定されLElIす可能性は否定し得ない,J

〔51)JolntSeparateOplnlOnOfJudgesAl-KhasaWnehandSkotnlkov.para.4.

62)OplnlOnlndlVlduelledeM leJugeadA(ノCSur.para15.
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